
番　号 ５－５ 所管府省名

特定・非特定
の別

特定

１ 組織名及び職員数等

非常勤

45人 34人

プロパー職員数 45人 34人

所管官庁からの出向者数 0人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

0人 0人

発足時 43人 34人

旧組織からの移行者（プロパー職員）数 36人 34人

所管官庁からの出向者数 3人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

2人 0人

1人 0人

1人 0人

同上 　 43人 34人

旧組織からの移行者（プロパー職員）数 25人 34人

所管官庁からの出向者数 11人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

3人 0人

3人 0人

1人 0人

同上 　 41人 34人

旧組織からの移行者（プロパー職員）数 18人 34人

所管官庁からの出向者数 17人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

3人 0人

3人 0人

同上 　 42人 34人

旧組織からの移行者（プロパー職員）数 11人 34人

所管官庁からの出向者数 23人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

4人 0人

4人 0人

同上  40人 34人

旧組織からの移行者（プロパー職員）数 9人 34人

所管官庁からの出向者数 20人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

3人 0人

8人 0人

調 査 票

平成１５年４月１日現在

独立行政法人名
（HPアドレス）

移行後の採用者数

（平成１３年４月１日現在）

独立行政法人農業者大学校

その他（　　　　）

移行後の採用者数

農林水産省

組　　　　　　織　　　　　名
常　　　勤

職員数（役員を除く）

旧独立行政法人農業者大学校

移行後の採用者数

その他（他独法からの出向）

移行後の採用者数

移行前（発足時の前日）

平成１６年４月１日現在

その他（他独法からの出向）

その他（地方団体からの出向）

平成１４年４月１日現在

農業者大学校

平成１７年４月１日現在

その他（他独法からの出向）

その他（他独法からの出向）

その他（他独法からの出向）

移行後の採用者数

その他（地方団体からの出向）



－ - -

旧組織からの移行者（プロパー職員）数 - -

所管官庁からの出向者数 - -

所管官庁以外の官庁からの出向者数 - -

- -

- -

－ - -

旧組織からの移行者（プロパー職員）数 - -

所管官庁からの出向者数 - -

所管官庁以外の官庁からの出向者数 - -

- -

- -

２ 指定職又は役員数等

非常勤

 0人 ０人

発足時（平成１３年４月１日現在） 2人 2人

0人 ０人

2人 2人

0人 ０人

2人 2人

0人 ０人

2人 2人

0人 ０人

1人 3人

0人 ０人

- -

- -

- -

- -

平成１７年４月１日現在

移行後の採用者数

その他（　　　　）

平成１４年４月１日現在

平成１５年４月１日現在

平成１８年４月１日現在

役員数等

常　勤

平成１９年４月１日現在

移行後の採用者数

移行前において指定職・役員であった者の数

移行前において指定職・役員であった者の数

平成１８年４月１日現在

移行前（発足時の前日）

移行前において指定職・役員であった者の数

移行前において指定職・役員であった者の数

移行前において指定職・役員であった者の数

移行前において指定職・役員であった者の数

移行前において指定職・役員であった者の数

平成１６年４月１日現在

その他（　　　　）

平成１９年４月１日現在



３ 指定職・役員給与総額及び個人別給与年額

発足時（平成13年度：平成13年4月～14年３月）

平成１４年度　

平成１５年度　

平成１６年度　

平成１７年度　

平成１８年度　

発足時（平成13年4月～14年３月）

平成１４年度

平成１５年度

平成１６年度

平成１７年度

平成１８年度

平成１９年度（４月～９月までの６カ月分）

４　役員氏名等 該当なし
（当該法人は平成19年４月１日現在存在しない。）

５　退職金支給総額等 引き続き調査中

６　独立行政法人評価委員 引き続き調査中

27,596千円

指　　定　　職　・　役　　員　　個　　人　　別　　の　　給　　与　　年　　額

－移行前の最終１年度間（平成12年度）

14,193千円

報　　酬　　年　　額

－

備考
（注１）　役員は、非常勤を含む。
（注２）　ガイドラインに基づく給与水準公表資料に記載されている額を記載。

指　　定　　職　・　役　　員　　の　　給　　与　　総　　額

支　給　年　度

支　給　年　度

-移行前の最終１年度間　（平成12年度）

報　　酬　　総　　額

26,971千円

26,149千円

理事長

監事（非常勤２名）

26,776千円

備考
（注１）　役員は、非常勤を含む。
（注２）　ガイドラインに基づく給与水準公表資料に記載されている額を記載。
　　　　　ただし、１４年度以前は、ガイドラインに基づく給与水準の公表が行われていないので財務諸表の附属明細
　　　　　書に記載されている額を記載。

-

役　　　職　　　名

未公表のため記載せず理事長

理事

13,152千円

347千円

監事（非常勤２名）

14,498千円

706千円

理事長

14,528千円

10,915千円

696千円

11,582千円

－

－

監事（非常勤２名）

－

－

694千円

未公表のため記載せず

未公表のため記載せず

未公表のため記載せず

未公表のため記載せず

未公表のため記載せず

理事長

理事

理事長

理事（非常勤）

理事

理事

監事（非常勤２名）

監事（非常勤２名）



１３　独立行政法人から他の法人等への出向職員数等 引き続き調査中

14 中期計画の数値目標等

計画期間

発足時（平成13年4月
～14年３月）

平成１４年度

平成１５年度

平成１６年度

平成１７年度

平成１８年度

15 中期計画期間における特筆すべき研究あるいは業務の成果

１６　平成１８年度における支出の概要 該当なし（当該法人は平成18年度に存在しない）

１７　行政組織から独立行政法人への再就職 該当なし（当該法人は平成19年４月１日現在存在しない。）

１８　独立行政法人から他の法人への再就職 引き続き調査中

１９　出資法人一覧 該当なし（当該法人は平成18年度に存在しない）

　（１）有価証券　（２）固定資産 該当なし（当該法人は平成18年度に存在しない）
２０　平成１８年度における売却資産等の概要

Ａ：設定した数値目標が達成された

Ａ：設定した数値目標が達成された

Ａ：設定した数値目標が達成された

なし

－ －

年度計画において上記項目に基づき指標をそれぞれ定めたが、
（２）の数値目標が達成できなかった。 Ｂ：一部設定した数値目標が達成されなかった

（１）学理及び技術の教授に関する業務について、演習、特別講義等の教育時間を増加させ、教育内容の充実を
図るとともに、中期目標の期間中に教育時間当たりのコスト３％削減する。
（２）果樹農業に関する研修業務について、研修カリキュラムの充実、研修生のニーズに見合った研修コースの設
定等を行うことにより、中期目標の期間中に研修時間当たりのコストを３％削減する。
（３）各事業年度の人件費を除く運営費交付金で行う事業について、少なくとも対前年度比で１％抑制する。
（４）学理及び技術の教授に関する業務について、卒業生の就農率についておおむね９０％以上を確保する。
（５）果樹農業に関する研修業務について、修了生の就農率についておおむね９０％以上を確保する。

　　　第１期　　　平成１３年　～１７年

中　　期　　計　　画　　に　　定　　め　　ら　　れ　　た　　数　　値　　目　　標　　一　　覧

年度計画において上記項目に基づき指標を
それぞれ定め、それら指標を達成した。

達　成　状　況 評　価　結　果

年度計画において上記項目に基づき指標を
それぞれ定め、それら指標を達成した。

年度計画において上記項目に基づき指標を
それぞれ定め、それら指標を達成した。

年度計画において上記項目に基づき指標を
それぞれ定め、それら指標を達成した。

Ａ：設定した数値目標が達成された
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